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まんのう町空き家リフォーム事業補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和8年9月10日 

まんのう町長 栗田 隆義    

まんのう町告示第140号 

まんのう町空き家リフォーム事業補助金交付要綱の一部を改正する告示 

まんのう町空き家リフォーム事業補助金交付要綱(平成27年まんのう町告示第28号)の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

改正後 改正前 

(補助対象物件) (補助対象物件) 

第3条 この告示において、本事業の対象となる空き家(以下「補

助対象物件」という。)は、次の各号の全てに該当するものとす

る。ただし、第5条第1項第2号に規定する家財道具の処分を実施

する場合にあっては第1号及び第2号に該当すること。 

第3条 この告示において、本事業の対象となる空き家(以下「補

助対象物件」という。)は、次の各号の全てに該当するものとす

る。                                                     

                                                 

(1) (略) (1) (略) 

(2) この告示による補助金により、既に第5条第1項各号と同一

の事業を行っている物件でないこと。 

(2) この告示による補助金により、既にリフォーム工事      

      を行っている物件でないこと。 

(3) 改修工事後、耐震性が確保されていること。空き家が、昭

和56年5月31日以前に工事に着手したものであるときは、地震

に対する安全性に係る建築基準法                     並

びにこれに基づく命令及び条例の規定に適合するもの又は耐

震診断の結果に基づき、耐震改修工事若しくは簡易耐震改修

工事を実施されていること。ただし、補助事業に合わせ実施

する耐震改修工事及び簡易耐震改修工事を含む。 

(3) 改修工事後、耐震性が確保されていること。空き家が、昭

和56年5月31日以前に工事に着手したものであるときは、地震

に対する安全性に係る建築基準法(昭和25年法律第201号)並

びにこれに基づく命令及び条例の規定に適合するもの又は耐

震診断の結果に基づき、耐震改修工事若しくは簡易耐震改修

工事を実施されていること。ただし、補助事業にあわせ実施

する耐震改修工事、  簡易耐震改修工事を含む。 

(4) (略) (4) (略) 
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(補助対象事業) (補助対象事業) 

第5条 補助金の対象となるリフォーム工事に要する経費又は家

財道具の処分に要する経費(以下「補助対象事業費」という。)

は、補助対象者が補助対象物件に対して町内施工業者が施工す

る次の各号のいずれかに該当する経費として、補助対象者が支

出する経費(消費税及び地方消費税を含む。以下同じ。)とする。

ただし、補助対象者及び補助対象者と同一の世帯に属する者が

自ら実施する事業並びに耐震改修工事、簡易耐震改修工事に要

した経費は、補助の対象としない。 

第5条 補助金の対象となるリフォーム    に要する経費又は家

財道具の処分に要する経費(以下「補助対象事業費」という。)

は、補助対象者が補助対象物件に対して町内施工業者が施工す

る次の各号のいずれかに該当する経費として、補助対象者が支

出する経費(消費税及び地方消費税を含む。以下同じ。)とする。

ただし、補助対象者及び補助対象者と同一の世帯に属する者が

自ら実施する事業並びに耐震改修工事、簡易耐震改修工事に要

した経費は、補助の対象としない。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 家財道具の処分(補助対象者が自ら実施するものを含む。) (2) 家財道具の処分                                      

2 (略) 2 (略) 

(補助金の交付申請) (補助金の交付申請) 

第7条 補助金の交付を受けようとする補助対象者(以下「申請者」

という。)は、補助対象事業の着手前に、まんのう町空き家リフ

ォーム事業補助金交付申請書(様式第1号)及び承諾書(様式第2

号)に、次の各号に掲げる書類等を添えて、町長に提出しなけれ

ばならない。ただし、第5条第1項第2号に規定する家財道具の処

分を実施する場合にあっては第1号から第8号及び第11号に掲げ

る書類とする。 

第7条 補助金の交付を受けようとする補助対象者(以下「申請者」

という。)は、補助対象事業の着手前に、まんのう町空き家リフ

ォーム事業補助金交付申請書(様式第1号)及び承諾書(様式第2

号)に、次の各号に掲げる書類等を添えて、町長に提出しなけれ

ばならない。                                             

                                                        

               

(1)～(11) (略) (1)～(11) (略) 

(実績報告) (実績報告) 

第10条 交付決定者は、補助対象事業の完了後速やかにまんのう

町空き家リフォーム事業補助金実績報告書(様式第6号)に次に

掲げる関係書類を添えて、町長に報告しなければならない。た

第10条 交付決定者は、補助対象事業の完了後速やかにまんのう

町空き家リフォーム事業補助金実績報告書(様式第6号)に次に

掲げる関係書類を添えて、町長に報告しなければならない。   
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だし、第5条第1項第2号に規定する家財道具の処分を実施した場

合にあっては第1号から第4号及び第7号に掲げる書類とする。 

                                                        

                                                        

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

 

附 則 

この告示は、公布の日から施行し、この告示による改正後のまんのう町空き家リフォーム事業補助金交付要綱の規定は、令和8年4月1

日から適用する。 

 


